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 資料４  
 

令和３年５月 13日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「国立研究開発法人土木研究所情報システム運用支援業務」の 

評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

実施行政機関等 国立研究開発法人土木研究所 

事業概要 土木研究所情報システムのセキュリティ運用支援業務、操作支援等業務及

び利用状況整理業務 

実施期間 令和元年 10 月１日から令和４年３月 31日（２年６ヶ月間) 

受託事業者 (株)日立システムズ 茨城支店 

契約金額（税抜） 47,850 千円 

入札の状況 ２者応札（説明会参加＝２者／予定価内＝２者） 

事業の目的 土木研究所情報システムのサーバ装置、通信回線装置及び端末装置を安

定的かつ適切に稼働させること。 

選定の経緯 競争性に課題があったことから、平成 24年基本方針において選定 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

  終了プロセスに移行することが適当である。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

国立研究開発法人土木研究所から提出された令和元年 10 月から令和３年３月ま

での間の実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経

費及びその前提としての競争性等の観点から評価を行う。 
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（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の確保状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準 評価 

１. 業務内容 

民間競争入札実施要項「２（２）ア業

務内容」に示す運用支援業務を適切に実

施すること。 

サービスの質は確保されている。 

・月次及び週次報告による業務

内容から、運用支援業務を適切

に実施している。 

２. 質問等の回答率（月平均回答率） 

利用者からの質問等（情報システムの

操作等支援業務。請負者の知見で回答で

きないものを除く。）に対する 24時間以

内の回答率は 90％（月平均）以上とする

こと。 

回答率は以下の計算式による。 

なお、24時間以内の回答とは、通常業

務時間内に受けた利用者からの質問等

に対し、24 時間以内（問い合わせから

24 時間後が業務日でない場合にあって

は、翌業務日の当該 24 時間後に相当す

る時刻まで）に回答することをいう。 

回答率（％）＝（一月あたりの 24 時間

以内の回答数）／（一月あたりの質問等

の数）×100 

サービスの質は確保されている。 

・24時間以内の回答率は 90％（月

平均）以上である。 

３. 作業遅延の件数 

監督職員が示す所定の期日までに作

業が完了しない件数は、０件とするこ

と。対象となる作業を以下に示す。 

①ソフトウェア脆弱性情報の適用作業 

②外部向けウェブサイト（和・英版）へ

のコンテンツの登録・削除及び修正作

業 

③内部向けウェブサイト（和版のみ）へ

のコンテンツの登録・削除及び修正作

業 

④メールアカウント、パスワード及びメ

ーリングリストの登録・削除及び修正

サービスの質は確保されている。 

・所定の期日までの作業の完了

は 100％である。 
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作業 

４. 操作等支援業務利用者満足度調査 

  本業務開始後、年に１回の割合で利用

者に対して、次の満足度についてアンケ

ートを実施し、その結果の基準スコア

（75点）を維持すること。 

①質問等から回答までに要した時間 

②回答又は手順に対する説明の分かり

やすさ 

③回答又は手順に対する結果の正確性 

④担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁

寧さ等）各質問とも、「満足」（配点 100

点）、「ほぼ満足」（同 80点）、「普通」

（同 60 点）、「やや不満」（同 40点）、

「不満」（同０点）で採点し、それぞ

れの項目に対し回答の平均スコア

（100点満点）を算出する。 

サービスの質は確保されている。 

・操作等支援業務利用満足度調

査のスコアは、令和元年度、令

和２年度とも基準スコア（75

点）を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 本システム運用上の重大障害件数 

長期にわたり正常に稼働できない事

態・状況及び保有するデータの喪失等に

より、業務に多大な支障が生じるような

重大障害を発生させないこと。  

サービスの質は確保されている。 

・業務に多大な支障が生じるよ

うな重大障害の発生回数は０

回である。 

 

６. セキュリティ上の重大障害件数 

  個人情報、施設等に関する情報及びそ

の他の契約履行に際し知り得た情報の

漏洩を発生させないこと。 

サービスの質は確保されている。 

・個人情報、施設等に関する情報

等の漏洩の発生件数は０回で

ある。 

 

民間事業者から

の改善提案 

・パソコン設定の利便性の向上 

・Webサイトフィルタリングの設定等セキュリティ対策の強化 

・アカウント登録の手順追加 

 

（３）実施経費（税抜） 

従前経費と、実施経費（市場化テスト後に追加したセキュリティ運用支援等に関

する費用を控除）を比較すると、下記の通り 26.2％（3,890 千円）の削減を達成し

ている。 
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従前経費（市場化テスト前） 

(平成 23年 4月 1日～平成 28年 3月 31日（60ヶ月間）) 

１カ年相当 

14,800 千円 

 

実施経費（市場化テスト後） 

(令和元年 10月 1日～令和 4年 3月 31日（30ヶ月間）) 

１カ年相当  

10,910 千円※【検討】参照 

増減額 １カ年相当 

3,890千円の削減 

増減率 26.2％の削減 

【検討】 

実施経費（市場化テスト後） 

・令和元年 10月 1日～令和 4年 3月 31日までの１カ年相当： 19,140千円 

・市場化テスト後に追加した作業（セキュリティ対策サーバ、アクティブディレクトリ

サーバのセキュリティ運用支援及び端末操作支援 43%）を除外した１カ年相当： 

                        19,140千円×0.57＝10,910千円 

 

（４）選定の際の課題に対する改善 

競争性に課題が認められたところ、引継期間の延長、運用技術者の資格要件の緩

和等を実施し、結果２者応札するに至り、改善が認められた。 

 

（５）評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、全

て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、パソコン設定の利便性の向上等、民間事業

者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の向上に貢献したものと評価できる。 

実施経費についても、上述のとおり一定の削減効果があったものと評価でき、公

共サービスの質の維持向上と合わせて、経費の削減の双方の実現が達成されたもの

と評価できる。 

なお、本事業の実施期間中に委託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、

法令違反行為等もなかった。また、今後は、国立研究開発法人土木研究所に設置し

ている外部有識者で構成される契約監視委員会において、事業実施状況のチェック

を受けることが予定されている。 

 

（６）今後の方針 

本事業については、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」

（平成 26年３月 19日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．（１）の基準を満た

していることから、現在実施中の事業をもって市場化テストを終了することが適当

であると考えられる。 
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市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改

革に関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等

監理委員会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実

施期間、入札参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、国

立研究開発法人土木研究所が自ら公共サービスの質の維持向上及びコストの削減を

図っていくことを求めたい。 
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別添 

令和３年４月２３日 

国立研究開発法人 

土 木 研 究 所 

 

民間競争入札実施事業 

国立研究開発法人土木研究所情報システム運用支援業務の実施状況について 

 

１  事業の概要  

国立研究開発法人土木研究所（以下「土木研究所」という。）の情報システム運用支

援業務については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成18年

法律第51号）に基づき、以下の内容により令和元年10月１日から民間競争入札により実

施している。  

 

(1)業務内容 

 本事業における業務内容は、請負者が土木研究所に常駐し、土木研究所情報シス

テム（以下「本システム」という。）のセキュリティ運用支援業務、操作支援等業務

及び利用状況整理業務を行うものである。本システムにはワープロ、表計算等のビジ

ネスアプリ、メールソフト、Webブラウザ等を搭載した端末装置、ファイルサーバ、

Webサーバ等のサーバが含まれている。  

本業務の履行に当たっては、本システムを導入した業者と連携するとともに、運用

管理対象のハードウェア及びソフトウェアについて、障害やセキュリティ等に関する

情報収集を行っている。  

(2)契約期間 

令和元年10月１日から令和４年３月31日 

(3)受託事業者 

(株)日立システムズ 茨城支店 

(4)実施状況評価期間 

令和元年10月１日から令和３年３月31日までの１年６か月間 

(5)受託事業者決定の経緯 

「国立研究開発法人土木研究所情報システム運用支援業務 民間競争入札実施要項」

（以下「実施要項」という。）に基づき、入札参加者（２者）から提出された競争参加

資格技術審査申請書について審査した結果、土木研究所が定めた要求項目が全て満たさ

れていることを確認した。 

入札には、当該２者が応札したところ、令和元年７月５日に開札した結果、入札価格

については、予定価格の範囲内であり、最低価格落札方式により、(株)日立システムズ 
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茨城支店を落札予定者とした。 

その他、民間競争入札手続きに則り、暴力団に係る欠格事項に当たらないことを確認

し、令和元年７月19日に契約を締結した。 

 

２ 確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価  

実施要項において定めた民間事業者が確保すべきサービスの質の達成状況に対する土

木研究所の評価は、以下のとおり。 

評価事項 測定指標 評価 

業務内容 

 

 

民間競争入札実施要項「２

（２）ア業務内容」に示す運用支

援業務を適切に実施すること。 

月次及び週次報告による業務

内容を確認したところ、運用支

援業務を適切に実施しているた

め、サービスの質は確保されて

いる。 

質問等の回答率

（月平均回答率） 

利用者からの質問等（情報シ

ステムの操作等支援業務。請負

者の知見で回答できないものを

除く。）に対する24時間以内の

回答率は90％（月平均）以上と

すること。 

回答率は以下の計算式による。 

なお、24時間以内の回答とは、

通常業務時間内に受けた利用者

からの質問等に対し、24時間以

内（問い合わせから24時間後が

業務日でない場合にあっては、

翌業務日の当該24時間後に相当

する時刻まで）に回答すること

をいう。 

回答率（％）＝（一月あたりの

24時間以内の回答数） 

／（一月あたりの質問等の数）×

100  

24 時間以内の回答率は 90％

（月平均）以上であり、サービス

の質は確保されている。 

作業遅延の件数 監督職員が示す所定の期日ま

でに作業が完了しない件数は、

０件とすること。対象となる作

業 

所定の期日までの作業の完了

は 100％であり、サービスの質は

確保されている。 
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を以下に示す。 

①ソフトウェア脆弱性情報の適

用作業 

②外部向けウェブサイト（和・

英版）へのコンテンツの登録・

削除及び修正作業 

③内部向けウェブサイト（和版

のみ）へのコンテンツの登録・削

除及び修正作業 

④メールアカウント、パスワー

ド及びメーリングリストの登

録・削除及び修正作業 

操作等支援業務利

用者満足度調査 

本業務開始後、年に１回の割

合で利用者に対して、次の満足

度についてアンケートを実施

し、 

その結果の基準スコア（75点）

を維持すること。 

①質問等から回答までに要した

時間 

②回答又は手順に対する説明の

分かりやすさ 

③回答又は手順に対する結果の

正確性 

④担当者の対応（言葉遣い、親

切さ、丁寧さ等）各質問とも、

「満足」（配点100点）、「ほ

ぼ満足」（同80点）、「普通」

（同60点）、「やや不満」（同

40点）、「不満」（同０点）で

採点し、それぞれの項目に対し

回答の平均スコア（100点満

点）を算出する。 

アンケートについては、実施

要項別紙１「国立研究開発法人

土木研究所情報システム運用支

操作等支援業務利用満足度調

査のスコアは、令和元年度、令和

２年度とも基準スコア（75点）を

上回っており、サービスの質は

確保されている。 

（詳細は別紙）  
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援業務の操作等支援業務に関す

る満足度調査」を参照のこと。 

本システム運用上

の重大障害件数  

 

長期にわたり正常に稼働できな

い事態・状況及び保有するデー

タの喪失等により、業務に多大

な支障が生じるような重大障害

を発生させないこと。  

 

業務に多大な支障が生じるよう

な重大障害の発生回数は０回で

あるため、サービスの質は確保

されている。  

 

セキュリティ上の

重大障害件数  

 

個人情報、施設等に関する情報

及びその他の契約履行に際し知

り得た情報の漏洩を発生させな

いこと。  

 

個人情報、施設等に関する情報

等の漏洩の発生件数は０回であ

るため、サービスの質は確保さ

れている。  

 

 

３ 実施経費の状況及び評価（※金額は全て税抜き）  

（１）今回業務の実施経費 

   令和元年 10月 1日～令和 4年 3月 31日までの経費：47,850千円 

   1か年（12か月）相当：47,850千円÷30か月×12か月＝19,140千円 

  市場化テスト後追加した作業（セキュリティ対策サーバ、アクティブディレク

トリサーバのセキュリティ運用支援及び端末操作支援）の比率は、全体の労働時

間から算出すると本市場化テスト案件の 43％。補正金額は、追加した作業を除く

57％として計算 

   除外後 1か年（12か月）：10,910 千円（19,140千円×0.57）・・・(a) 

（２）経費削減効果 

市場化テスト導入前 

平成 23 年 4月 1日～平成 28年 3月 31日までの実施経費：74,000千円 

1か年（12か月）相当：74,000千円÷60か月×12か月＝14,800千円・・・(b) 

   削減額（1か年（12か月）相当）：(b)－(a)＝3,890千円 

   削減率：△26.2％ 

（３）評価 

市場化テスト実施前経費と比較し、１か年（12か月相当）で約26.2％(3,890千円)

の経費削減効果があった。 

 

４ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等  

 民間事業者から報告される業務報告書等において利便性の向上、セキュリティ対策の 

強化、運用の効率化の観点から随時改善提案がなされ、実施されている。 
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（１）利便性の向上 

   ・パソコン設定 

    パソコンの設定について、ヘルプデスクのサポートと新たに手順書を作成するこ

とにより、利用者のパソコン設定の利便性を向上させた。 

（２）セキュリティ対策の強化 

・Webサイトフィルタリングの設定 

    セキュリティ上危険性の高いWebサイトを定期的に確認し、対象Webサイトのフィ    

ルタリングの設定を行った。 

・スパムメールのフィルタリングの強化 

    ユーザへの不審なメールの到達を削減するために、定期的に不審なメールをスパ 

ムファイアウォールで隔離することにより、ユーザへ不審なメールが到達しないよ 

うにセキュリティ強化を行った。 

   ・不正通信のフィルタリングの強化 

    定期的に外部ファイアーウォールを監視している業者から提供のあった情報を確 

認し、問題となる不正な通信の遮断を行うことにより、セキュリティ強化を行っ 

た。 

（３）運用の効率化 

・アカウント登録の手順追加 

    新たに追加導入した所内サーバ（メール誤送信対策サーバ、グループウェアサー 

バ）において、ユーザの異動時に影響がないように、アカウント登録作業の手順書

を作成し、運用作業の効率化を行った。 

 

５ 全体的な評価  

令和元年10月から実施している本事業であるが、ヘルプデスク利用者に対する満足度 

のアンケート調査を実施したところ、業務１年目には基準スコアの75 点を大きく上回る

平均94.3点に達しており、業務２年目には、平均93.7点に達した。業務２年目の集計結

果では、各項目について、「満足」または「ほぼ満足」とする回答が93.4％、「普通」

とする回答とあわせると約98%を占めていることから、公共サービスの質の維持・向上が

確保されているものと評価できる。  

また、報告書等により運用状況を確認したところ、本業務に起因する、個人情報、機

密情報その他の契約履行に際し知り得た情報漏えいや重大障害により業務に多大な支障

が生じる事態は発生しておらず、本業務の効率化と品質向上並びに円滑化を図るため、

締結したサービスレベルアグリーメント（SLA）の保証値を満たしている。  

このように、実施要項において設定したサービスの質は確保されており、土木研究所

の本システムにおける操作支援業務は、本システムの運用に係る業務の確実な実施及び

本システムの利用者への安定的なサービスの供給に資するという目的を達成しているも
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のと評価できる。 

 

６ 今後の事業  

（１） 事業の実施状況  

本事業への市場化テスト導入は今期が２期目であるが、事業全体を通した実施状況は 

以下のとおりである。  

① 実施期間中に民間事業者が業務改善指示等を受けた事実、業務に係る法令違反行 

為等を行った事案はなかった。  

② 土木研究所には、監事及び外部有識者で構成され、契約の点検・見直し等を行う

「契約監視委員会」が設置されており、その枠組みの中で実施状況報告のチェックを

受ける体制が整っている。 

③ 本事業入札においては、２者からの応札があり、競争性は確保されていた。  

④ 対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成して 

いる。  

⑤ 経費について、市場化テスト実施前経費と比較し、26.2％の経費削減効果があっ 

た。 

 

（２） 次期事業の実施  

以上のとおり、本事業については、総合的に判断すると良好な実施結果を得られている

ことから、次期事業においては、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関す

る指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）に基づき、終了プロセ

スへ移行した上で、自ら公共サービスの質の維持と経費削減を図っていくこととしたい。 



１．調査対象者
　　　各年度の２月に操作等支援業務を利用している職員を対象
　　　　・令和元年度（令和元年10月～令和2年1月）　197名
　　　　・令和２年度（令和２年2月～令和3年1月）　 235名

２．集計結果
（１）令和元年度

満足 ほぼ満足 普通 やや不満 不満 回答なし
(100) (80) (60) (40) (0) (0)

Q1問い合せから回答までに要した時間 76.7% 20.9% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 94.9
Q2回答又は手順に対する説明の分りやすさ 79.0% 14.0% 7.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.4
Q3回答又は手順に対する結果の正確さ 79.0% 11.6% 4.7% 0.0% 2.4% 2.4% 91.1
Q4担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） 86.0% 11.6% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 96.7
（注）回収率21.8%、回答者人数及び調査対象者人数（197人中×43人） 全体平均 94.3

（２）令和２年度

満足 ほぼ満足 普通 やや不満 不満 回答なし
(100) (80) (60) (40) (0) (0)

Q1問い合せから回答までに要した時間 75.4% 16.9% 5.6% 1.0% 0.5% 0.5% 92.7
Q2回答又は手順に対する説明の分りやすさ 76.4% 16.4% 5.6% 1.0% 0.0% 0.5% 93.3
Q3回答又は手順に対する結果の正確さ 79.0% 13.8% 4.1% 2.1% 0.0% 1.0% 93.3
Q4担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） 83.6% 12.3% 3.1% 0.5% 0.0% 0.5% 95.5
（注）回収率83.0%、回答者人数及び調査対象者人数（235人中×195人） 全体平均 93.7

３．スコアの算出方法

　・ 問い合わせから回答までに要した時間
　・ 回答又は手順に対する説明の分かりやすさ
　・ 回答又は手順に対する結果の正確性
　・ 担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等）
    各質問とも、「満足」（配点100 点）、「ほぼ満足」（同80 点）、「普通」（同60 点）、「やや不満」（同40 点）、「不満」（同0 点）で採点し、それぞれの項目に対し回答の平均スコア（100 点満点）を算
 出する。

ヘルプデスク利用者満足度調査
（別紙）

   業務開始後、年に1 回の割合で利用者に対して、次の項目の満足度についてアンケートを実施し、その結果の基準スコア（75点以上）を維持すること。

選択項目
（配点）

回答数
平均点

選択項目
（配点）

回答数
平均点
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